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平成30年度厚生厚生労働科学研究費補助金 

成育疾患克服等次世代育成基盤（健やか次世代育成総合）研究事業 

分担研究報告書（平成30年度） 

 

分担研究課題：自殺による妊産婦死亡と精神疾患との関連に関する研究 

 

研究責任者：池田智明 三重大学大学院医学系研究科産科婦人科学 教授  

            吉益晴夫 埼玉医科大学総合医療センター精神神経科 教授  

研究協力者：倉崎昭子 聖マリアンナ医科大学産科婦人科学 助教 

 

 

A. 研究目的 

わが国の妊産婦死亡は減少傾向にあり、これ

は日本母体救命システム普及事業を通じて各地

で母体救命講習会が開催されていることが奏功

しているためと考えられる。一方で、2018年に

東京都監察医務院からの報告で、2005年から

2014年の 10年間に東京都 23区で 63例の妊産婦

自殺があったことが明らかになった。これらの

多くは妊産婦死亡症例検討評価委員会への報告

がなされておらず、また欧米諸国よりはるかに

高率な数値である。自殺による妊産婦死亡は想

定より多数存在することが予測された。 

わが国の分娩施設数は約 3000、一施設あたり

の常勤医師数は約 2.5 人であり、欧米に比べて

分散している。受診アクセスが良い反面、多く

が精神科を擁していないクリニック診療であり、

周産期精神障害が発生した場合の連携・紹介シ

ステムは未構築である。まずは、妊産褥婦の自

殺搬送事例、死亡事例のデータを一元的に収集

できる体制の整備が必要である。妊産褥婦の死

亡事例のデータ収集体制は、既に池田らによっ

て構築されているが、上記のように自殺症例の

多くが把握されていない可能性がある。妊産褥

婦精神障害事例のデータを一元的に収集するた

めには、精神科及び救急医療との連携が必要で

ある。現在進行中の、日本母体救命システム普

及事業を通して、全国の妊産褥精神疾患事例の

データ収集の一元化と、母体の自殺を防ぐシス

テムの確立を目指す。 

 

B．研究方法 

妊産褥婦死亡事例に関しては、2010 年に構築

された妊産婦死亡登録評価事業を中心に、一元

的なデータ収集できる体制を維持していく。 

さらに、妊産婦の自殺を防ぐために必要な知

識の普及については、平成 29年に日本産婦人科

医会により「妊産婦メンタルヘルスケアマニュ

アル」が作成され、特に各種質問票を用いた産

後うつのスクリーニングは全国的にも普及して

きている。 

【研究要旨】 
 日本の妊産婦死亡率は近年、低下している。特に、失血による妊産婦死亡は、ここ数年で激減してお

り、日本母体救命システム普及事業による母体救命講習会の意義を裏付けるものであると考える。しか

し一方で、周産期の自殺の多さが取り上げられ、その多くは妊産婦死亡症例検討評価委員会で把握され

ていないことが明らかとなった。このことをもとに、日本産婦人科医会を中心に、「母と子のメンタル

ヘルスケア講習会」を本年度より各地で開催し、産科医療従事者による周産期精神障害へのスクリーニ

ング及び初期対応に必要な知識の普及、インストラクターの養成を開始した。今後はこれらの取り組み

の成果を評価するシステムの構築を目指し、医療従事者の更なる受講を進めるべきである。また、把握

されていない妊産婦自殺及び自殺未遂症例の検討を行うべく、日本臨床救急医学会と協力し、「妊産婦

の自殺予防のためのワーキンググループ」を発足し、救急医の視点で妊産婦の自殺・自殺未遂症例に対

する全国調査を実施していく運びとなっている。これらの活動は、自殺による潜在的な妊産婦死亡の減

少に寄与するものと考える。 
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そのうち、自殺が原因と考えられる妊産褥婦

重症搬送及び死亡事例に関して検討し、周産期

医療体制と精神科救急医療体制の整備に関する

研究を進める。データ収集の体制を整備するた

めの協議会を精神科医療・救急医療と連携し発

足させ、検討していく。 

 

C. 研究結果 

日本産科婦人科医会が中心となり、周産期メ

ンタルヘルスプロジェクトを発足させた。 

 周産期医療従事者に対する「母と子のメンタ

ルヘルスケア研修会」の指導者講習会及び保健

師・助産師を対象にした研修会の計画、実施が

行われている。入門編はすでに東京、大分、岡

山で４回開催済、今後も定期的な開催が各地で

予定されている。また、入門編を受講したうえ

での指導者講習会は東京、福岡で開催され、こ

れも同様に今後も継続開催予定である。プログ

ラムの内容としては、周産期メンタルヘルスケ

アの基礎知識や質問票の使い方、精神療法の基

礎（傾聴と共感）、多職種連携や地域連携、社会

資源の活用を、講習会や e-learningを併用して

段階的に学んでいく内容となっている。 

 評価方法としては、モデル地区（品川区、大

田区）において、上記講習会を経たうえで分娩

施設と行政機関が定期的に連絡会及び評価会を

開催することにより、介入の有用性を評価する。

評価方法としては、PMPHQ: Perinatal Mental 

Health Perception Questionaire を用いる。こ

れは現在も継続中であり、今後効果について発

表予定である。 

 

D.  考察 

 周産期精神障害に対する産科医療従事者によ

るスクリーニング及び初期介入の重要性が認識

されてきた。この点に関する介入はすでに開始

され、全国的に一定の効果を奏していると考え

る。この活動は今後も全国的に展開していくべ

きである。 

しかし、既に死亡（自殺）した症例の後方視

的検討は、監察医の管轄となり介入が困難であ

る点と、異常死と判断された場合の検案書には、

妊娠中か、あるいは産後何か月か、といった記

入欄の有無は地域によって差があり、これらの

是正を提言していく必要もあると考える。 

また、精神科医に対する周産期精神障害の特

殊性（ストレス源からの分離困難）と対策を考

えていく必要もある。 

救急医の視点でも妊産婦の自殺には注目され

ており、日本臨床救急医学会によって妊産婦の

自殺予防のためのワーキンググループが発足し

た。今後は、救急医の視点から、自殺搬送例、

自殺未遂例のデータを収集していく必要がある

と考える。また、上記母体救命講習会にも周産

期精神障害に対する初期対応の内容を盛り込ん

でいくべきと考える。 

 

E.  結論 

１年間の活動により、「母と子のメンタルヘ

ルスケア研修会」は広がりを見せ、産科医療従

事者の周産期精神障害への関心は高まっている。

平成３１年度以降は、これらの開催の効果を評

価していくことが必要である。また、症例評価

検討委員会で把握されていない既自殺例や自殺

未遂例に関し、救命医の視点から症例を集積し、

その特徴や対策を協議し、その結果を、既に存

在している日本母体救命システム普及協議会に

よる母体救命コースに組み込んでいくことを考

慮すべきである。この動きによって、地域での

周産期精神障害の連絡・情報共有体制が構築さ

れることも期待する。 

 

F．健康危険情報 

 研究内容に介入調査は含まれておらず、関係

しない。 

 

G. 研究発表 

1．論文発表 

  なし 

2．学会発表 

 なし 

H.  知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1．特許取得：なし 

2．実用新案登録：なし 
3．その他                                   
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平成 30年度厚生労働科学研究費補助金 

成育疾患克服等次世代育成基盤（健やか次世代育成総合）研究事業 

 

分担研究報告書（平成 30年度） 

分担研究課題：産後の自殺に関するリスクの抽出・予防介入の検討に関する研究 

 

研究分担者： 竹田 省 順天堂大学大学院医学系研究科産婦人科額 特任教授 
 

 

 

 

A. 研究目的 

近年、女性の社会進出や核家族化に伴い、女性は

現在、我が国では妊産婦死亡報告事業として妊産

婦死亡症例評価委員会による妊産婦死亡の原因分

析が進められ、妊産婦死亡の詳細な把握が行われ

ている。これは、日本産婦人科医会の偶発事例報

告事業を 2010年より妊産婦死亡報告事業として

独立させ、提出された報告を基に、厚生労働科学

研究班妊産婦死亡症例検討委員会（池田班）と共

同で原因分析を行い、死亡原因の確定や診療上の

問題点の抽出などを行うことを目的として行われ

ている。 

この妊産婦死亡症例検討委員会において、検討さ

れた 2010-2014年の自殺による妊産婦死亡は 3.8%

であった。一方、海外からの報告では自殺の占め

る割合は日本における報告より多く、英国ではす

べての妊産婦死亡のうち約 30%を自殺が占めてい

る。 

 海外の報告との差異に関して、我が国の妊産婦

死亡報告事業では把握できていない自殺がある可

能性が考えられた。報告事業とは別の方法により

妊産褥婦の自殺を調査した。 

 

B. 研究方法 

 2005～2014 年、2015-2017 年の妊産褥婦の自殺

の実態を把握する目的で、東京都 23 区の妊産婦

の異常死を東京都監察医務院との共同で調査した。 
 

C. 研究結果 

東京都 23 区内における妊産褥婦の自殺

（2005-2014 年） 

妊産褥婦における自殺による出産 10 万対の死

亡率は 8.7であった。 

2005～2014 年の 10 年間の妊産褥婦の自殺の実

態を把握する目的で，東京都 23 区の妊産婦の異

常死を東京都監察医務院との共同で調査した．対

象は妊婦と産褥婦 1 年未満（妊産婦死亡＋後発妊

産婦死亡）の異常死は 89 例であり，その中間報

告では自殺者は 10 年間で 63 例であった．妊娠

中の自殺は 23 例であり，12 例が妊娠 2 か月以

内の初期に集中していた．次いで妊娠 8か月が 4 

例，6か月，7か月が 2 例ずつであった．産褥 1 年

未満の自殺者は 40 例で，産褥 4か月をピークと

し，3 か月，6 か月と続いていた。産褥 1 か月以

内の自殺は 2 名のみであった。妊婦の自殺者の約

39％ でうつ病もしくは統合失調症を有していた

が、産褥婦では 約 60％ と妊婦に比し多くの例が

東京都 23 区内における妊産褥婦の自殺） 

2005-2014 年において、東京 23 区内の妊産褥婦の自殺は 63 例で、出生 10 万対の自殺率は 8.7

であった。妊娠中が 23 例（36.5%）、産褥（産褥 1 年以内）が 40 例（63.5%）であった。2015、2016、

2017 年における出生 10 万対の自殺率は、6.2、3.7、3.8 で減少傾向を示していた。 
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精神疾患を有しており、疾患別で最も多かったの

は産後うつ病であり 33％ を占めていた。 

2015、2016、2017 年における自殺痛は、5、3、

3 例であった。出生 10 万対の自殺率は 6.2、3.7、

3.8 であった。3 年間計 11 例（妊娠中 2 例，産後 9

例）の手段の内訳は縊死 6 例、飛降 2 例、（電車へ

の）飛込 3 例であった。2005 年から 2014 年まで

の 10 年間では自殺事例は 63 例で、平均すると 6.3

例 (8.7/10 万出生) で減少傾向を示していた。

（2005 年は 3 例で，2012 年は 9 例） 

 

D. 考察 

本調査では、自殺による妊産婦死亡率が従来の

報告よりも極めて高く、妊産婦死亡報告事業から

算出された同時期の全体の妊産婦死亡率が約 4-5

であることを考慮すると、自殺が最大の妊産婦死

亡原因であったことが確認された。 

妊産婦死亡報告事業は、妊産婦死亡を覚知した

医療機関からの報告により成り立ち、そのほとん

どが産婦人科医によるものである。したがって、

産婦人科医が関わりを持たなくなった時期での自

殺は、妊産婦死亡として報告されない可能性があ

る。本研究により、海外と我が国の妊産婦死亡原

因としての自殺の割合の差異の原因として、産婦

人科医の認知しない自殺があることが、本調査に

より示唆された。今後、これらの自殺者数を把握

するための新たなシステムの構築が必要である。 

自殺者の多くにうつ病、産褥うつ病などの精神

疾患を有していた。診療録による調査までは行わ

れていないため、精神疾患の症状や程度、診断・

加療などについては把握できていないが、精神疾

患に対する何らかの介入によって、予防できた事

例があったかもしれない。前述したように、産婦

人科単独での介入には限界があるため、精神科医

や地域の保健師等と連携した自殺予防対策模索し

ていく必要がある。 

また、東京 23区においては、妊産婦の自殺者は

減少傾向を示しており、減少の原因について検証

が必要である。 

 

E. 結論 

 我が国では、20年前に比べて妊産婦死亡率は半

減した。しかし、核家族化や妊婦の高年齢化が進

み、合併症妊娠も増加傾向にある現在、妊産褥婦

の自殺を含む周産期メンタルヘルスの問題は、こ

れから取り組むべき課題である。妊娠・出産した

女性の自殺者数を含めた現状把握とサポート体

制・連携体制のさらなる確立が求められる。 

 

F. 研究発表  

講演 

1.竹田 省 

周産期メンタルヘルス・自殺の実態とその取り

組み 

豪日二国間専門家交換シンポジウム  

Bilateral Primary Care Professional Exchange 

to Build Health Promotion Capacity 

豪日コラボレーションから産後メンタルヘルス

ケアが変わる   

順天堂大学 3月 23日 

2.竹田 省 

周産期の自殺防止とメンタルヘルスケアについ

て 

～母児支援における産科施設の役割～ 

東京都北多摩北部医療圏地域連携会議 公立昭

和病院 5月 17日 

3.竹田 省 

妊産婦のメンタルヘルス 

平成 30年度助産師学生合同研修会 5月 26日 

ウイメンズプラザ大ホール 

4.竹田 省 

特別講演 妊産婦の自殺の実態とメンタルヘル

ス支援体制の充実に向けて 

第 15回日本周産期メンタルヘルス学会学術集

会  10月 27－28日 神戸 

5.竹田 省 

周産期希死念慮と自傷行為：基礎と臨床 

産後の自殺 

北村メンタルヘルス学術振興財団研修会 11月

25日 聖母病院 

総説 
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1.竹田 省 

周産期メンタルヘルスと自殺対策 

埼玉産婦学会誌 2018；48：20-25 

2.竹田 省 

我が国の周産期メンタルヘルスの実情とその対

策 

日本新生児看護学会誌 2018；24：23-27 

3.竹田 省 

産婦人科歴 40年を振り返って 産婦人科から

メンタルヘルスを考える 

特集「周産期メンタルヘルスリテラシーの向上

を目指して」 

日本周産期メンタルヘルス学会会誌 2018；4：

9－15  

4.竹田 省 

日本の周産期メンタルヘルス対策に関する産科

医からの提言 

日本総合病院精神医学 2018;30:312-318 

 

G. 知的所有権の取得状況 

 １．特許取得 なし 

 ２．実用新案登録 なし 

 ３．その他 
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平成 30年度 厚生労働科学研究費補助金 

「産婦死亡に関する情報の管理体制の構築及び予防介入の展開に向けた研究」 

 

分担研究報告書（平成 30 年度） 
分担研究課題：産後の自殺予防に関する連携体制の構築に関する研究 

    ～育児支援資材の作成とその有用性の検討～ 

 

研究分担者：相良洋子 公益社団法人日本産婦人科医会 

関沢明彦 公益社団法人日本産婦人科医会/昭和大学医学部産婦人科 

研究協力者：鈴木俊治  葛飾赤十字病院 産婦人科 

      星 真一  荒木記念東京リバーサイド病院 産婦人科 

 

       

【研究要旨】 

 子どもと向き合う時間が少なくなっている最近の親達に対して、子どもとのふれあいが子どもの脳と

こころの健康な発育・発達のために重要であることを示すビデオを作成し、妊婦や妊産婦に関わるスタ

ッフ、看護学生などを対象にアンケート調査を行い、その有用性を検討した。ビデオは、幅広い層で有

用と認識され、子どもとのコミュニケーションやふれあいの大切さを伝えるうえで有効な手段であった

と考えられる。特に妊婦にとっては、このビデオが育児不安の解消や子育てを楽しみにする気持ちにも

つながっており、このような手段を用いた育児支援が母親の抑うつや児童虐待の予防にもつながると考

えられた。 

 

A.研究目的 

 近年、女性の社会進出や核家族化に伴い、女性

は子どもと十分に向き合う時間的・精神的ゆとり

がなくなり、子どもにとっては親をはじめとする

家族とのふれあいの時間が少なくなるという状況

が生まれている。同時に、最近の ICT の進歩は、

育児の分野にも様々なアプリを提供し、子育ての

疑問や成長記録のみならず、親に代わって読み聞

かせやしつけを行うものまで登場している。 

 一方、最近の脳科学の研究は、乳幼児期に大人

とふれあい、全身を使って様々な試行錯誤を繰り

返すことが、脳の基本的な回路を形成するうえで

必要不可欠であることを示しており、また臨床的

にもメデイアとの過剰な接触が、子どもの感覚機

能や言語機能・身体能力などの発達を阻害するこ

とが明らかになりつつある。 

 このような状況を背景に、本研究は、動画によ

る脳科学の知見に基づいた乳幼児の脳の発達や認

知機能、子どもとの接し方についての情報提供が、

妊娠中の母親や産科スタッフに対する育児支援の

方法として有用であるかどうかを検討することを

目的として行った。 

 

B. 研究方法 

(1)ビデオ「赤ちゃんの世界」作成（図１） 

 妊娠中の母親やその家族、および産科スタッフ

をはじめとする母子に関わる仕事をする者に対し

て、乳幼児の脳機能の発達過程や大人とのふれあ

いの大切さについての気づきを促す目的でビデオ

動画を作成した。このビデオは３部分から構成さ

れており、合計で 16 分ほどの長さになっている。

それぞれの構成要素および協力者は以下のとおり

である。 

１）乳幼児の認知機能 

母親の表情や動きに対する乳幼児の反応から、

乳幼児がすでに母親の動きに反応していることが

理解できる内容になっている。 

協力者：開 一夫先生（東京大学大学院総合文化

研究科広域システム科学系（赤ちゃんラボ）） 

２）脳機能の発達 

脳の発達はシナプスの生成と消滅によるもので
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あり、そのピークは生後１年以内にあり、環境刺

激の影響を受けることを示す内容になっている。 

協力者：河西春郎先生（東京大学医学部・国際高

等研究所ニューロインテリジェンス国際研究機構

（WPI-IRCN）） 

３）育児におけるふれあいの大切さ 

 子どもとのふれあいの大切さ、虐待が子どもの

脳に与える影響、周囲のサポートの重要性などが

「子育て五カ条」の形でわかりやすくまとめられ

ている。 

協力者：友田明美先生（福井大学子どものこころ

の発達研究センター） 

 この動画は平成 30 年 10 月から日本産婦人科医

会のホームページに掲載されており、誰でも無料

で 閲 覧 で き る よ う に な っ て い る

http://www.jaog.or.jp/news/video181019/。 

（倫理面への配慮） 

 ビデオに出演していただいた親子には、今回の

画像が育児支援や助産教育のために使用されるも

のであり、本来の目的以外に使用されることはな

いことを説明し、プロダクションを通じて、また

は直接に、書面による同意を取得した。 

(2)アンケート調査 

 妊婦や妊産婦に関わるスタッフおよび看護学

生・助産学生、その他を対象に、ビデオを閲覧し

た感想についてのアンケート調査を行った。今回

は preliminaryな調査であり、対象は研究分担者

が参加した研修会やなども含んでいる。 

１）調査期間： 

平成 30年 11月～平成 31年１月 

２）調査内容：表１ 

３）調査の機会および協力者 

 ①平塚保健福祉事務所母子保健支援者研修 

  （平成 30年 11月 28日） 

 ②基礎体温計測推進研究会 

（平成 30年 12月 16 日） 

 ③宮崎県産婦人科医会（平成 30年 12月） 

 ④東京リバーサイド病院（母親学級） 

（平成 30年 12月～平成 31年 1月） 

 ⑤東京保健医療大学（平成 31 年１月） 

(倫理面への配慮) 

 調査は今後の産婦人科医会の育児支援事業の参

考にすることを目的に行われるものであり、目的

以外の使用はないことを説明し、無記名で行った。 

 

C. 研究結果 

(1)対象の背景（表 2） 

 総数 200名の協力を得ることができた。対象の

背景は表 2に示すとおりで、年齢は 10代から 50

代以上と幅広い年齢層にわたっていた。男女別で

は女性が 90%以上を占めていた。職種は、看護師・

助産師・保健師が 77名、看護学生・助産学生が

59名、妊婦が 41名、その他が 23名であった。 

(2)集計結果 

 全体集計の他、職種別に看護師・助産師・保健

師(n=77)、看護学生・助産学生(n=59)、妊婦(n=41)

の３群に分けて集計を行った。 

１）全体集計（図２） 

 「ビデオは全体として役に立ちましたか？」と

いう質問では、66.5%が「とてもそう思う」と回答

しており、「どちらかと言えばそう思う」（30%)を

合わせると、96.5%がビデオは役に立ったと回答し

ていた。３つのパートそれぞれに分けた質問に対

しても、いずれも 95%以上が役に立ったと回答し

ていた。最後の「友田明美先生の育児の話」では

無回答が２例認められた。 

２）看護師・助産師・保健師（図３、表３） 

 ビデオ全体では 96.1%が役に立ったと回答して

いた。3つのパートそれぞれに分けた質問に対し

ても、いずれも 90%以上が役に立ったと回答して

いた。しかし、この群では「友田明美先生の育児

の話」の有用性がわずかではあるが低く（赤ちゃ

んの実験：97.4％、脳の発達：96.2％、友田先生

の育児：92.2％）、無回答の２例はいずれもこの群

に含まれていた。 

 ビデオ全体および各パートについての自由コメ

ントを表３に示す。視覚に訴えていてわかりやす

く、親と子どもの双方的なコミュニケーションの

大切さが伝わったというコメントもある一方、育

児に悩んでいる親に対しては押しつけがましいと

いう意見もあり、また「脳の発達」の部分はわか

りにくいというコメントが見られていた。 

３）看護学生・助産学生（図４、表４） 

 ビデオ全体では 98.3%が役に立ったと回答して

いた。3つのパートそれぞれに分けた質問に対し

ても、いずれも 90%以上が役に立ったと回答して

http://www.jaog.or.jp/news/video181019/
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おり、特に「友田先生の育児の話」は 100%が役に

立ったと回答していた。 

 ビデオ全体および各パートについての自由コメ

ントを表 4に示す。この群では、「赤ちゃんの実

験」に対して興味が持たれたことが伺われた。「友

田先生の育児の話」に対するコメントは特になか

ったが、上述のように 100%が役に立ったと回答し

ていることから、この部分は十分に納得する内容

として受けとめられたと考えられる。 

４）妊婦（図５．表５） 

 ビデオ全体では 95.1%が役に立ったと回答して

いた。3つのパートそれぞれに分けた質問に対し

ても、いずれも 97％以上が役に立ったと回答して

おり、「友田先生の育児の話」は 100%が役に立っ

たと回答していた。 

この群では、いずれの質問に対しても「とてもそ

う思う」と回答した割合が他の群に比して高く、

全般的に有用性が高いと受けとめられていた。 

 ビデオ全体および各パートについての自由コメ

ントを表５に示す。この群では、ビデオによって

乳幼児の理解力やコミュニケーションの大切さが

伝わり、これからの育児にむけての不安の解消や

心構えに繋がっていたことが推察された。  

５）その他の感想（表６） 

 どの群でも、子どもとのコミュニケーションや

ふれあいの大切さを実感したという内容の感想が

見られたが、特に看護師・助産師・保健師の群で

は、母親学級や乳幼児相談などの現場での利用可

能性を考えた感想が多く認められた。看護学生・

助産学生では、乳幼児の認知機能に対する驚きの

感想が多くなっていた。また妊婦では、「育児が楽

しみになった」「早く赤ちゃんに会いたい」「スマ

ホの使い方に気を付けたい」など、子どもとのふ

れあいを楽しみに思う感想や、「育児は育自」「完

璧な子育てなどない」といった言葉に励まされて

いるような感想が見られ、それぞれの立場によっ

て受け止め方に違いがあることが感じられた。 

６）育児について知りたいテーマ（表７） 

 看護師・助産師・保健師および看護学生・助産

学生では、子どもの力を伸ばすために必要なこと、

スマホやタブレットの影響、子どもの泣き、など

が挙げられていたが、妊婦では、産後の生活、虫

歯やアレルギーを防ぐ方法、コミュニケーション

の取り方、兄弟の関わりや対応の仕方、胎児の世

界、赤ちゃんが好む音など、より具体的な項目が

挙げられていた。 

 

D. 考察 

 今回のビデオ「赤ちゃんの不思議な世界」は、

最近の子育て世代に向けて、脳科学の知見を根拠

にした子どもとのふれあいの大切さを伝えること

を目的に作成した。冒頭にも述べたように、その

背景には、最近の親たちが子どもと向き合う時間

が少なく、また IT機器を使って子育てを行う機会

も増加していることなどから、子どもの脳とここ

ろの成長・発達に今後様々な弊害が起きてくる可

能性が示唆されているということがある。作成に

あたっては、指導的な表現や育児の負担を女性に

押し付けるような内容にならないよう配慮し、乳

幼児のありのままの反応から自然と子どもに向き

合う気持ちが生まれるような雰囲気を心掛けた。 

 アンケート調査の結果は、対象全体でも、看護

師・助産師・保健師、看護学生・助産学生、妊婦

の３群に分けて検討した場合でも、ビデオ全体お

よび３つのパートに分けた質問の全てで、「役に

立った」「どちらかといえば役に立った」の合計が

90%以上であり、全体として有用だったと考えられ

る。また、全体として、子どもとのコミュニケー

ションやふれあいの大切さを指摘するコメントが

多く、ビデオの目的はある程度達成されたと考え

られた。しかし具体的な感想を見ると、３群間で

それぞれの立場による見方の違いがあり、今後の

参考にすべきと考えられる。 

看護師・助産師・保健師の群では、ビデオの内

容については、わかりにくさや育児に悩む母親に

対する配慮の必要性などが指摘された。しかし全

体的な感想では、母親学級や乳幼児相談などの現

場で幅広く利用できる可能性が指摘されており、

改善の余地はあるものの、その利用価値は認めら

れたと考えられる。看護学生・助産学生では乳幼

児の能力に対する驚きと感激のコメントが多くみ

られ、教育の現場でこのような動画を使って乳幼

児の能力やこれを伸ばす親子の触れ合いについて

の知識を得ることは、将来の実践に生かされるも

のと考えられる。さらに妊婦の場合は、アンケー

ト調査の質問に対する回答が他の２群に比してよ
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り肯定的であった。またその感想から、子どもと

のふれあいの重要性を認識するにとどまらず、こ

れから始まる育児に臨んで、不安の解消や育児の

楽しみにつながっていたことが推察された。この

ことは、今回のビデオの大きな成果であり、妊娠

中の母親が「早く赤ちゃんに会いたい」「子育てが

楽しみ」「自分なりの子育て」という気持ちを抱き、

出産後も十分な支援体制のもとで子どもとのふれ

あいを楽しんでいくことができれば、母親の抑う

つや児童虐待の予防にもつながり、同時に子ども

達の健康な成長・発達が期待できるのではないか

と考えられる。 

 

E.結論 

 今回のビデオ「赤ちゃんの不思議な世界」は、

妊婦や看護師・助産師・保健師および看護学生・

助産学生など幅広い層で有用と認識され、子ども

とのコミュニケーションやふれあいの大切さを伝

えるうえで有効な手段であったと考えられる。特

に妊婦にとっては、このビデオが育児不安の解消

や子育てを楽しみにする気持ちにもつながってお

り、このことは母親の抑うつや児童虐待の予防、

さらには子ども達の健康な成長・発達につながる

と考えられる。核家族化が進み、孤立しやすい最

近の母親達にとって、子どもとのふれあいの重要

性やその方法を伝えるために、動画はひとつの有

用な手段であると考えられる。 

 

F.研究発表  

１．論文発表 未発表 

２．学会発表(雑誌名等含む) 未発表 

 

G.知的所有権の取得状況 

 １．特許取得 なし 

 ２．実用新案登録 なし 

 ３．その他
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平成 30年度厚生労働科学研究費補助金 

成育疾患克服等次世代育成基盤（健やか次世代育成総合）研究事業 

分担研究報告書（平成 30 年度） 

妊産婦のメンタルヘルスケアを担う医療者の教育・研修のための 

教育プログラムの作成とモデル地区における実施に関する研究 

 

研究分担者：山下 洋 九州大学病院 子どものこころの診療部 

研究協力者：鈴宮寛子 風のすずらん会 メンタルクリニック あいりす 

 吉田敬子 風のすずらん会 メンタルクリニック あいりす 

 

 

A.研究目的 

周産期は、女性にとっての妊娠・出産という

生物学的な出来事であると同時に、引き続く子

育てのスタートという心理社会的なプロセスで

もある。母子医療保健の実践に、この用語を用

いることで、母親と乳児を中心に世代間にわた

る家族の情緒的ウェルビーイングと心身の健康

の問題に対する心理社会的文脈での予防的な視

点が強調される。 

国内では自殺に伴う妊産婦死亡の全体像をつ

かむことはできない状態であった。そこに、2018

年、周産期関連の医療データベースのリンケー

ジと解析により実態が把握され、予防的介入と

してのメンタルヘルスケアの実践の根拠となる

エビデンスが蓄積されるようになった。これら

の報告によれば、妊産婦のメンタルヘルスケア

の実施者の養成は急務であり、最新のエビデン

スにもとづく教育プログラムの作成と実施が要

請されている。そこで本研究ではメンタルヘル

スケアの基礎的な知識とスキルの習得に向けた

簡明なプログラムのコンテンツ作りを目的とし

た。 

 

B.研究方法 

 地域の助産師、保健師、産科医師、精神科医

師など多職種協働による研修に向けたプログラ

ム作りを行った（図１）。基礎知識の内容につい

ては、今後の研修会における e-learningのコン

テンツとして提供されることを前提に、担当演

者が、日本産婦人科医会のメンタルヘルスケア

マニュアル、日本産婦人科学会ガイドライン、

日本周産期メンタルヘルス学会コンセンサスガ

イドなど関連学会の最新の指針に基づき講義資

料を作成した。 

共通して用いられるべき実践的スキルとして、

スクリーニングのための自己質問票の用い方、

および支援が必要な妊産婦との関係形成に向け

た「傾聴と共感」のスキルを選定した。これら

について、モデル呈示とロールプレイによる実

習をプログラムに導入するために模擬症例によ

るシナリオを作成した。 

 さらに多職種連携体制強化に向けては、体験

型の研修として模擬症例にもとづく症例検討を

シミュレーションしたグループワークを行い、

多職種間での見方や対応の違いの認識と事例に

即して個別の支援方針をまとめていくプロセス

の実習を行うこととした。 

 

C.研究結果 

１．研修会の実施 

【研究要旨】 

 妊産婦の自殺および不適切な養育の予防に向けては、その要の時期である周産期に、うつ病を

はじめとするメンタルヘルスのリスクを早期に発見し多職種連携のネットワークの中で適切な

支援を行うことが重要である。有効かつ継続可能なスクリーニングと支援の連携体制作りに向け

て実際のメンタルヘルスケアを担う医療者の育成は不可欠である。そこで東京都城南地区をモデ

ル地区とする地域連携体制強化による介入研究に用いる研修プログラムの作成を行った。 
プログラムでは多職種間で共有される知識とスキルの均てん化を目的として内容は既に発行

されている日本産婦人科医会発行の妊産婦メンタルヘルスケア・マニュアルに準拠しスクリーニ

ングの面接場面のロールプレイを導入した。また模擬症例にもとづくグループワークにより、顔

の見える多職種連携による支援の実際をシミュレーションするなど実践志向で体験型の研修と

なることを目指した。 
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 東京都城南地区で 1月 19日、20 日の 2回、母

と子のメンタルヘルスケア研修会を開催した。

内容は①周産期メンタルヘルスに携わる精神科

医師による講演、②支援が必要な妊産婦のスク

リーニングについての傾聴と共感のロール・プ

レイを含む講義および③事例検討のグループワ

ークであった。講義内容を構造化したことによ

り、3時間40分の予定通りに研修を実施出来た。 

研修会後の参加者 63名に対する事後アンケー

ト調査では、研修プログラム全体に対しての満

足度は「とても満足した」および「満足した」

を合わせて 99パーセントと高かった。一方時間

配分については 19％が長いと回答していた。ア

ンケートの自由記載でもロールプレイと症例検

討の進行やスーパーヴァイズについての要望が

ほとんどであり、今後、e-learning のシステム

が整備されることによりセミナーでは受講者参

加型のプログラム中心になることで解消できる

と考えられる 

図１．研修プログラムの満足度 

 
図２．時間配分 

 
２．研修プログラム（入門編・基礎篇）の作成

について 

 研修プログラムは以下のような、ねらいのも

とに内容を策定した。 

1) 入門編のねらい（基本的理解とスクリーニン

グのスキルの共有） 

妊産褥婦のメンタルヘルスケアの重要性につ

いて、成育基本法の基本理念である“切れ目の

ない包括的な子育て支援”および自殺・不適切

養育の予防の観点から、多領域・多職種で基本

的理解を共有することを目的とした。 

母児双方のリスクとニーズへの気づきと支援

への導入の手立てとして、 ３つの質問票を用

いたユニバーサルスクリーニングの方法につい

てロールプレイで学び包括的な支援のプランニ

ングの実際を多職種による症例検討のグループ

ワークで共有することを目指した。 

2) 基礎編のねらい（実践的な知識と支援のスキ

ルの共有） 

周産期の主な精神疾患について、臨床の実際

を産科と精神科のリエゾンの観点から、紹介に

際しての留意点や周産期管理のポイントについ

て具体的に学ぶことを目的とした。また向精神

薬治療について、母児のリスクとベネフィット

の観点から理解を深め、治療中断や再発防止の

ためのインフォームド・コンセントの実際につ

いて学ぶことを目的とした。 

メンタルヘルスケアの共通要素である傾聴と

共感のスキルについて、実際の周産期メンタル

ヘルスケアの支援の場を設定したロール・プレ

イと多職種連携による初期対応の事例検討をグ

ループワーク形式で行った. 

D.考察 

 妊産婦メンタルヘルスケア・マニュアルに準

拠し、e-learning や構造化した講義内容を導入

したことで、効率的な研修会を実施出来、参加

者の満足度も良好な結果が得られた。ロールプ

レイやグループワークについても、目的や方法

をさらに明確化して呈示し、具体的なスーパー

ヴァイズを行うことが実践的なスキル獲得につ

ながると考えられた。 

E.結論 

 周産期メンタルヘルスケアの実践の開始と継

続のためには、活動の原点となる動機づけの形

成、必要な知識の獲得およびメンタルヘルスの

ニーズを把握した後にとる行動の具体的な方法

とイメージが必要である。動機づけの形成や知

識の定着に向けた、教材づくりについては、相

良、関沢らの報告に詳しい。3点目のスクリーニ

ングなどにようニーズの把握およびその後に取

る行動の具体的なイメージづくりについてはマ

ニュアル化された教材と共に、肯定的な関係性

を構築するための具体的なモデル呈示、参加型

の学習により、体験的にコミュニケ―ン・スキ

ルを学ぶプログラムおよび実践的な助言が出来

るスーパーヴァイザーを確保する必要がある 

 

 

E.結論 
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 母と子のメンタルヘルスケア研修会（入門編）

を効率的に、また、全国津々浦々で開催するた

めには、研修会の開催準備や研修会に講師を招

聘することなどが負担となることから、今回、

研修会の受付業務や講義部分を e-learning化す

ること、また、受講証明書も自動発行されるシ

ステムを完成させることで、次年度以降の研修

会の開催を容易にすることが可能となったもの

と思われる。 

 

F.健康危険情報 

特になし 

 

G.研究発表 

1.論文発表 

 特になし 

2.学会発表 

 特になし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

 特になし 
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成育疾患克服等次世代育成基盤（健やか次世代育成総合）研究事業 

 

平成 30年度分担研究報告書 

 

妊産婦のメンタルヘルスケアを担う医療者の教育・研修のための Web siteの作成に関する研究 

 

研究分担者：関沢明彦 公益財団法人日本産婦人科医会/昭和大学医学部産科婦人科学 

研究協力者：相良洋子 公益財団法人日本産婦人科医会 

 星 真一 公益財団法人日本産婦人科医会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A.研究目的 

2010 年から日本産婦人科医会では妊産婦死亡

症例報告事業を展開し、事例の収集、分析、再

発予防の取り組みを通じて妊産婦死亡の防止に

向けたさまざまな提言を発出してきた。その成

果として、妊産婦死亡における産科危機的出血

のしめる割合が確実に経年的に減少し、2010 年

にはおおよそ 30％あり、死亡原因の 1 位であっ

たものが、2016 年には 16％にまで減少して、死

因の 2 位になるなど、確実な成果をあげている。 
そのようななか、本事業の認知度の高まりも

反映して、自殺に伴う妊産婦死亡の報告事例が

増えてきているが、自殺による妊産婦死亡は産

後の 1 か月健診以降に発生することが多く、産

婦人科医が把握しきれないことも多く、その全

体像をつかむことはできない状態であった。そ

こに、2018 年、厚生労働科学研究費補助金・臨

床研究等 ICT 基盤構築研究事業「周産期関連の

医療データベースのリンケージの研究」の成果

が報告され、死亡届、出生届、死産届などのデ

ータをリンケージ解析することで、出産後 1 年

までの妊産婦死亡の実態が報告された。この結

果によると、2015-2016 年の 2 年間の出産後 42
日以内の妊産婦死亡数は 132人で出産 10万対の

妊産婦死亡率は 2.91 であった。これに出産後 43
日以降を加えた出産後 1 年未満の妊産婦死亡は

357 人にのぼることが判明した。この中での自殺

数であるが、産後 42 日以内は 17 人（12.9％）

である一方、産後 1 年未満までをあわせると 102
人（28.6％）になることが判明した。この結果は、

これまで妊産婦死亡対策として妊産婦の身体的

な疾患に対する対応を中心に検討してきたもの

の、今後は今まで以上に妊産婦のメンタルヘル

スケアに、注力することの重要性を示す結果で

あった。 
 そこで、妊産婦のメンタルヘルスケアの実施

者に専門的な知識やスキルを教育研修する機会

を提供するために「母と子のメンタルヘルスケ

ア研修会」を全国で展開できるように、また、

地域の主催者の負担を軽減するために、研修会

の案内、参加申し込み、および基礎的な講演を

e-learning として事前に Web 上で学んでから参

加できるようにするシステムを作成すること、

加えて、このサイトで妊産婦のメンタルヘルス

ケアや母子の愛着形成の重要性を啓発する資材

などの関連動画を視聴できるようにすることを

今年度の課題、目標とした。 
 

研究要旨 

 妊産婦のメンタルヘルスケアの実施者に専門的な知識やスキルを教育研修する機会を

提供するために「母と子のメンタルヘルスケア研修会」を全国で展開できるように、また、

地域の主催者の負担を軽減するために、研修会の案内、参加申し込み、および基礎的な講

演を e-learning として事前に Web 上で学んでから参加できるようにするシステムを作成

すること、加えて、このサイトで妊産婦のメンタルヘルスケアや母子の愛着形成の重要性

を啓発する資材などの関連動画を視聴できるように取り組んだ。その結果、研修会の受付

業務や講義部分を e-learning 化すること、また、受講証明書も自動発行されるシステム

を完成させた。このことにより、次年度以降の研修会の開催を容易にすることが可能とな

ったものと思われる。さらに、愛着形成の重要性を啓発するための教育用資材を作成し、

この Web サイトに掲載することで、外部から自由に視聴できるようにした。 
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B.研究方法 

 妊産婦メンタルヘルスケアの Web サイトを作

成した（図１）。サイトでは研修会の目的、メン

タルヘルスケアに関連した動画資材（講演会の

録画）の視聴、研修会開催希望者は開催申し込

み、研修会の受講者募集ができる Web システム

を作成した。 
研修会の受講者募集においては研修会の受講

申し込み、プレラーニング、プレテストの実施、

受講票の発行、研修会終了後には、ポストテス

トの実施、研修受講証明書の発行ができるシス

テムを作成した。 
愛着形成の重要性を啓発するための教育用資

材の作成を行った。「赤ちゃんの不思議な世界」、

Harvard University, Center for Developing 
Childの一般公開資材の吹き替え版9本を作成し、

Web サイトに公開する。 
吹替えを行う資材のタイトルは以下に示す。 

1. Building Core Capabilities for Life 
2. Brain Hero 
3. Building Adult Capacities to Improve 

Child Outcomes: A Theory of Change  
4. Experiences Build Brain Architecture  
5. Serve & Return Interaction Shapes 

Brain Circuitry  
6. Toxic Stress Derails Healthy 

Development 
7. FIND: Using Science to Coach 

Caregivers 
8. In Brief: The Science of Early 

Childhood Development 
9. In Brief: How Resilience Is Built 
 
C.研究結果 

 この妊産婦メンタルヘルスケアの Webサイト

を用いて、1 月 19 日、20 日の 2 回、研修会を東

京都城南地区で開催した。初回に関わらず、受

講者 150 人のうち 3 名を以外は、プレラーニン

グを受講し、プレテストの実施して、当日、受

講票を印刷して持参して研修会に参加し、この

システムが問題なく動くことを確認した。 
 さらに、母子愛着形成を啓発する資材につい

ては、吹替えが完了し、Harvard University, 
Center for Developing Child との契約に基づい

て、翻訳が正しいかの確認の作業を Harvard 大

側が行っており、その確認後に公表を予定して

いる。 
 

図１．ホームページトップページ 
（https://mcmc.jaog.or.jp/） 

 
 

図２．プレラーニングを行うページビュー 

 
 

D.考察 

 母と子のメンタルヘルスケア研修会の構成に

ついては別の分担者の報告書に詳細はあるが、

入門編を開催するためのシステム構築を終了し

た。このことにより、各地域で独自にこの研修

会が開催しやすくなった。具体的には受講前に、

申込の自動化、受講料の徴収、プレラーニング

の実施、プレテストの実施、研修会参加票の発

行であり、受講後にはポストテストの実施、研

修会受講証明証の発行である。 
e-learning を導入したことにより、基礎的講義

を事前に受けることで、研修会ではロールプレ

イや事例検討などの研修会でなければできない

ような内容に時間を割けるようになった。さら

に、開催者側からすると、講演のために講師を

手配することが不要になり、開催しやすくする

効果も期待できる。 
このように、今年度の取り組みの成果として、

医療者に向けた「母と子のメンタルヘルスケア

研修会」の開催を全国各地域で促進することが

期待される。次年度は、研修会の基礎編につい

ての e-learning の資材を完成させるとともに、

関連する講演会の動画を公開し、医療者が継続

的に学習できるサイトとして活用され続けるよ

うに改良に取り組む必要がある。 
 母子愛着形成を啓発する資材については、次

年度の早々にHarvard Universityの動画の吹き

替え版が公開できる予定であり、その広報活動

を展開していく予定である。 
 
E.結論 
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 母と子のメンタルヘルスケア研修会（入門編）

を効率的に、また、全国津々浦々で開催するた

めには、研修会の開催準備や研修会に講師を招

聘することなどが負担となることから、今回、

研修会の受付業務や講義部分を e-learning化す

ること、また、受講証明書も自動発行されるシ

ステムを完成させることで、次年度以降の研修

会の開催を容易にすることが可能となったもの

と思われる。 

 

F.健康危険情報 
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